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1   はじめに

科学技術動向研究

日本の電気電子・情報通信分野における
研究活動の変化
白川　展之　　　野村　稔
総括ユニット　　　客員研究官

　IMD（国際経営開発研究所）の
2010 年版国際競争力ランキング 8）

では、日本は科学技術インフラの
項目で世界 2 位にランクされてい
る。一方で、「日本の科学技術力の
強さが産業競争力や成長力につな
がっていない」、「技術力で勝る日
本が事業で負けている」といった議
論も聞かれるが、たいていは日本
の情報通信・電気電子産業の現状
を例に議論がなされている。
　このような議論の前提として、
我々は電気電子・情報通信関連分
野における日本の研究活動の変化
をどの程度認識できているのだろ
うか。科学技術政策研究所では、
電気電子・情報通信関連分野で世
界最大の学協会である IEEE（電
気電子技術者協会；“The Institute 
of Electrical and Electronics 

Engineering, Inc ”）の定期刊行物を
対象に文献調査を行っており、こ
れまでの調査結果 1、2）から、電気
電子・情報通信関連領域における
世界の研究トレンドの変化や日本
の研究の特徴がわかってきた。
　本稿では、IEEE 定期刊行物に
おける文献数の推移によって、日
本の電気電子・情報通信関連の研
究活動の状況がどのように変化し
ているかを定量的に示す。具体的
には、1992 年以降の産学官のセク
ター別の動向を示し、大学・企業
グループ別に 1992 年と 2007 年に
おける変化を比較する。最後に、
このような分析結果に対して研究
者から寄せられた意見を紹介する。
　文献数の推移は研究成果のひと
つの指標であり、研究開発活動全
体を示すわけではない。しかし、

IEEE の出版物が工学系文献全体
に占める割合は非常に高い 3）こと
が知られており、このような大き
な学協会は他の分野では存在しな
い。IEEEが出版する学術文献には、
IEEE と文献データベース（IEEE 
Xplore）を共同利用している連携学
会（例えば、米国光学会（Optical 
Society of America）など）の文献も
含まれている。さらに産業への利
用・応用という観点からみても、
IEEE 関連の文献は、米国特許に
最も多く引用されている 4）ことが知
られており、その推移は産業動向
を反映したデータとも言える。工
学系の領域で質・量ともにカバー
できる範囲が非常に広く、電気電
子・情報通信関連分野における研
究開発の状況を認識するうえでは
最良のデータと考えられる。

2   世界のなかでの日本の特徴

　日本の電気電子・情報通信関係の
研究は、世界のトレンドと比較した
場合、一言でいえば、非常に特異な
状況にある。まず、2000 年以降、
電気電子・情報通信関係の研究は世
界的に非常に活発になっているな

かで、日本は上位国のなかで唯一、
文献数が横這いで推移している国
である。（詳細は、既報告の参考文
献 1、2）をご覧いただきたい。）
　図表 1 は、領域別の文献数を縦
軸に、横軸にソサエティ別の累計

文献数を示し、1992 年と 2007 年の
状況を比較している。白抜きの棒グ
ラフが世界全体の領域毎の総文献
数を表し、黒色部がそのうちの日本
の文献数を表している。なお、ここ
で言う領域とは、IEEE の専門領域
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別の各ソサエティである。日本の領
域別ポートフォリオは、1992 年時
点では世界のトレンドと相似して
おり、光学や電子デバイスを筆頭に
世界で高いシェアがあった。しかし、
2007 年には通信・信号処理・コン
ピューター（ここには医療・バイオ
テクノロジーなどへの応用分野も
含まれる）など特に世界的に成長し
た情報通信関連領域において、日本
の伸びはほとんど見られず、電子デ
バイスなど日本のメイン領域でも

国際的にはシェアが小さくなって
いる。また特に、2000 年以降に多
様化・発展した応用・派生領域にお
いても、ほとんど日本の文献が見ら
れない。1992 年と 2007 年を比較す
ると、情報通信関連分野へ世界が大
きくシフトしたなかで、日本のトレ
ンドの特異性が際立っている。
　現在の日本の特徴を世界と比較
して言うならば、電気電子関係が
多く、一方で情報関係が極端に少
ない。特に磁気学などの電気電子

系の領域の文献が多く、超伝導や
ロボット工学などの領域において
国際的シェアが高い（これらについ
ても、詳細は既報告の参考文献 1、2）

をご覧いただきたい。）。
　すなわち、世界で情報通信関連
分野の文献数が急激に伸びている
なかで、結果的に日本の研究には
独自の「選択と集中」が起きている
ことになる。
　以降では、これらの基本状況を
踏まえたうえで議論を進めていく。

図表 1　日本と世界の領域別文献数の比較（1992 年→2007 年）

参考文献2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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3   日本の研究開発の構造変化

　企業が圧倒的な金額の研究費を
使用している 5）こともあり、日本
の電気電子・情報通信分野の研究
開発の主役は企業であるという印
象が強い。しかし、セクター別に
みると、企業からの文献数は 1990
年代後半以降大きく落ち込み、代
わって大学や公的研究機関の文献
数が大きく伸びている。全体の文

献数で横ばいの状況のなかで、文
献生産の中心は「産から学へ」とシ
フトし、主役が交代していること
が明らかである。
　公的研究機関について言えば、
ほとんど文献がなかった 1992 年の
状態からみれば文献数を伸ばして
いるが、大学・企業に比べるとま
だ多くはない。以降の分析では、

4   企業における変化

4─1
企業グループ別文献数の推移

　図表 3 に、日本の個別企業・研
究所単位の文献数を、NTT、日立、
東芝、NEC、三菱電機などの上位
の企業グループとその他に分けて
集計した。どの企業も文献数は落
ち込んできているが、なかでも
NTT グループの減少が一際目立つ。

公的研究機関については割愛する。
　なお、企業などにおいて「研究開
発活動は行っても、論文等は書か
なくなった」という可能性もある
が、本稿では、研究開発活動と論
文等の発表との関係性は変わって
いないという仮定のもとに議論を
進める。

参考資料1）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 3　企業グループ別文献数の変化

※　ここでは、企業グループ分は国内分のみを集計。また、グループ間を超えて
誕生した会社については、2007 年時点で持ち株比率の高いグループに集計。
例えば、ルネサステクノロジ社（現：ルネサスエレクトロニクス（株））分の文
献については、2007年時点で持株比率が高かった日立グループに集計している。 

NTT 日立 東芝 NEC 三菱電機 その他
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数

参考文献1）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 2　日本の総文献数とセクター別変化



科 学 技 術 動 向　2010年 10月号

24

は、図表 4 に示すとおり日本の企
業セクターの減少の約半数を占め
ている。領域別には光学関連の減
少が大きく、この単一の領域の文
献数の減少数で約 100 と日本の総
文献数の 1 割近くに及ぶ減少幅で
ある。電子デバイス関連の文献の
減少も合わせて、NTT グループの
変化は日本全体へ大きなインパク
トがあったといえる。
　一方、世界的に最も成長著しい
領域である信号処理関連では、
NTT グループは 2007 年時点でも
日本において最も多く文献数を出
している。通信・ネットワーク関
連の研究では、依然として日本の
トップクラスの研究を担う組織で
ある。
　NTT グループの文献数の推移
は、光通信技術の確立と企業の事
業ドメインの再定義に伴う、NTT

グループの戦略転換という積極的
なアクションの結果と捉えるべき
だろう。

②その他の上位企業の変化
　NTT グループ以外の上位 4 企業
グループ（日立、東芝、NEC、三菱
電機の各グループ）では、電子デバ
イス・磁気学・光学・家電・電力
等の領域において日本国内で文献
数が減少している。しかし、より
特徴的な変化は、図表 5 に示すよ
うに、海外研究所や海外で買収し
た会社による海外文献数の増加で
ある。これは、各企業グループの
グローバルな事業戦略を反映した
文献数の推移と言える。特に NEC
グループは、海外研究所からの文
献が占める割合が高い。領域別に
見ると、図表 4 に示すとおり、日
本国内で文献が相対的に少ない情

4─2
企業グループ別の研究開発に

おける変化の類推

　図表 4 に 1992 年と 2007 年の企
業グループの研究領域別の文献数
の変化を示す。総じて日本企業の
文献数は、光学・電子デバイス・
家電・電力関連の文献を中心に減
少している。
　以下に、企業グループにおける
研究開発の内容の変化を、① NTT
グループ（1 位）、②その他の上位
企業グループ（2 位～ 5 位）、③ 6
位以下の企業グループ、に大別し
て類推する。

① NTTグループの変化
　NTT グループの文献数の減少

科学技術動向研究センターにて作成

図表 4　1992 年から2007年への企業グループの領域別の変化

文
献
数
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報・通信・信号処理関連の文献が
海外で多い。すなわち、日本と海
外で研究活動の内容が棲み分けら
れており、それぞれの企業グルー
プはグローバルな体制で戦略的に
研究開発を進めているといえる。
図表 5 では、このほか、エルピー
ダメモリ（株）やルネサステクノロジ
社（現：ルネサスエレクトロニクス

（株））などの、上位企業グループ間
の国内事業再編の結果である新会
社の文献数もみられる。多くの上
位企業におけるグループ全体での
文献数は、グローバルな事業展開
と事業再編とにより、ほぼ一定に
維持されていると言える。
　こうした企業グループのグロー
バルな事業展開を、日本という場
における研究開発の問題として考
えるなら、企業のグローバル化は
生産活動の海外移転にとどまらず、
研究開発活動についても海外に頭
脳を求めて移転が進められている。
これは、知的な意味での空洞化も
進行しているといえるのかもしれ
ない。

③ 6位以下の企業の変化
　6 位以下の企業では、家電・電
力を中心に電子デバイス他の領域
で文献数が減少している。一方、
超伝導や誘電絶縁体といった日本
が世界で強みを発揮している領域
では、文献数が若干伸びている。
これらは、企業の事業再編などに
呼応した文献数の推移と思われる
が、研究開発成果の重点を論文発
表等の活動から特許など知的財産
の確保へと焦点を移したという可
能性もある。

5   大学における変化

　図表 6 には、年間文献数が 5 以
上の大学とその文献数の推移を示
す。年間文献数が 5 以上の大学の
数は、1992 年に 13、1997 年に 28、

2002 年に 30、2007 年に 34 と着実
に伸びており、研究の裾野が拡大
していると言える。
　図表 7 には、大学における領域

別の文献構成比の変化を示す。
1992 年当時は、磁気学・光学・電
子デバイスの 3 領域が、日本の大
学における電気電子・情報通信関

科学技術動向研究センターにて作成

図表 5　上位企業グループの文献数の推移
（2007年における文献数でトップ５の企業グループ）

注）データベース inspec および IEEExplore をもとに科学技術動向研究センターにて
作成。海外分とは、著者が日本以外を住所とする文献を指す。国内事業再編分とは、
これら企業グループ間を超えて設立された会社の文献を指す（エルピーダメモリ（株）、
東芝三菱電機産業システム（株）、日本 AE パワーシステムズ（株）、ルネサスエレクト
ロニクス（株））の文献。特にルネサステクノロジ（現：ルネサスエレクトロニクス（株））
の文献が多い。）。
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出典：参考文献6）

図表 6　日本の大学の文献数の推移（年間文献数５以上の大学）
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連研究の量的中心であった。1992
年から 2007 年の推移を構成比でみ
ると、電子デバイスや情報通信関
連の文献の割合は安定している。
一方、超伝導・絶縁誘電体・ロボッ
トといった領域の研究が大きく存
在感を高めている。このほか、信
号処理やリモートセンシングなど
も伸びている。割合が大きく減少
しているのは、磁気学・光学関連
の研究である。それ以外の領域も
量的には増加傾向にあるが、全体
の文献数に占める割合は低下して
いる。
　図表 8 には、1992 年と 2007 年

における特徴的な領域における文
献数についての量的変化を示して
いる。超伝導・絶縁誘電体・ロボッ
ト工学の領域は大きく増加してい
る。これらは日本が世界的にみて
強みを発揮している領域であり、
大学の文献数の伸びがそのまま世
界における日本の存在感を高める
ことにつながっている。情報通信
関連の領域も増加は見られるが、
伸びが大きいとまでは言えない。
また、磁気学・光学などの領域は
量的には横ばいの状態である。
　全体的には、大学における電気
電子・情報通信研究の裾野は拡大

したが、研究領域でみると、世界
動向である情報通信関連が少なく、
電気電子関係、特に超伝導・絶縁
誘電体などの特定領域の文献に偏
りが見られる。大学全体として、
研究の多様性をうかがうことがで
きるようなデータは現れていない。
　大学というセクターが主役と
なった現在、日本全体の研究開発
の方向性を左右する大学の研究内
容がこのままでよいのかどうか、
あらためて考えるべきではないだ
ろうか。
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参考文献2）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 7　大学における研究領域別の文献構成

参考文献2）を基に科学技術動向研究センターにて作成

図表 8　大学における主要領域別の文献数の変化（1992 年→2007年）

文
献
数

磁気学 光学 電子デバイス 情報 通信 ロボット工学 絶縁誘電体 超伝導

　今回の分析結果に対して、筆者
らは、ヒアリングやミニシンポジウ
ムなどを通じて研究者の意見・感
想などを収集してきた。以下では
これら意見等を、①資源配分、②
目標設定、③研究の多様性、④ア
カデミアの姿勢、⑤科学技術人材
の 5 つの視点に整理して紹介する。

①資源配分

●�低成長で研究予算に限りがある
環境では、日本で全方位型の研
究開発はもはや不可能であり、
多様性よりも大胆に絞り込みを
進めるのは致し方ない。

●�国立大学法人の運営費交付金の
減額などにより、大学の研究は
競争的資金への依存が強まって
おり、資金誘導によって、大学
の序列化と研究の多様性の喪失・

均一化を招いたのではないか。
●�大学や公的研究機関では予算・

定員が抑制されているため、既
存分野・領域のポストへの資源
配分が固定的に維持されており、
新たな研究領域へのシフトが抑
制されている。

②目標設定
●�研究者にとって、産業に近い領

6   研究者からの意見
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域の研究に注力すべきか、それ
とも基礎的な研究に重点を置く
べきかといったバランスは永遠
のテーマである。近年の急激な
技術的な進歩とイノベーション
が進む現在では、そもそもター
ゲットを適切に決めること自体
が非常に難しくなっている。

●�政府の音頭でターゲットを定め、
重点的な投資・ファンディング
を行っても、その領域における
研究開発が諸外国や他の領域に
比べて必ず活発になるわけでは
ない。例えば、第 2 期・第 3 期
の科学技術基本計画における情
報通信分野への重点化は、十分
結果に現れているとはいいにく
い。

●�日本では、コンピューターなど
の領域は以前から強くはない。
超伝導やロボットなど日本の強
みがある領域において、今後い
かにイノベーションを起こして
いくかという方策を考えること
が重要である。

 ③研究の多様性
●�大学における研究の多様性の喪

失は、感覚に合う結果である。
既存領域の研究を単に維持する
だけは、発展を続ける科学技術
の国際競争から量的にも質的に

も取り残されてしまう。
●�既存の領域の研究者が自らの研

究領域の重要性を主張するあま
り、新たな領域の研究者の声が
見過ごされがちになっているの
ではないか。

●�情報通信など世界で伸びている
領域で日本が競争に参加してい
ない状況をどう考えるかは課題
である。強みのある研究領域を
集中して伸ばしていけばそれで
十分なのかを議論すべきである。

④アカデミアの姿勢
●�法人化や競争的資金への誘導に

より研究業績への圧力が強まり、
研究者は萎縮・保守化し、論文
になりやすく成果の出しやすい
領域の研究に特化しているので
はないか。

●�論文誌などに掲載せずカンファ
レンスで発表して事足りるとす
るような風潮が強まっているこ
とが文献数の推移に関連してい
るとすれば、研究者の基本的姿
勢の問題である。

●�大学では自由に研究することが
許されているとしても、科学技
術の社会への実装を目指すこと
を基本とする工学系の研究では、
やはり社会のニーズや動向と無
関係であるわけにはいかないの

ではないか。電気電子・情報通
信関連研究はどうあるべきか、
科学者・研究者集団としてどう
したいのか、全体の方向性を明
確化して社会に向けて問いかけ
ていくべき時期であろう。

⑤科学技術人材
●�特定の領域の研究で世界のトレ

ンドを牽引するためには、その
領域のリーダーとなる研究者が
いるかどうかが鍵である。この
まま推移すれば、今後日本では
リーダーシップをとる研究者が
少なくなり、日本の存在感が一
層低下することが懸念される。

●�企業出身の研究者は社会のニー
ズを取り込む意味で大学に採用
されてきたはずだが、企業や社
会の潮流やニーズとは無関係に、
企業に在籍していた当時の研究
開発テーマの研究を大学に場所
を移して、そのまま続けている
可能性がある。

●�大学において、世界のトレンド
から離れた従来のままの工学教
育によって人材育成を続けた場
合、企業や社会の技術ニーズか
らかけ離れた世代遅れの人材を
再生産してしまう恐れがある。

7   おわりに

　以上のように、電気電子・情報
通信分野の研究開発における日本
の変化の断面をうかがい知ること
ができたものの、定期刊行物の文
献数の推移のみから、この分野に
おける研究動向を結論付けるには
無理があるようにも思われる。こ
のため、筆者らは IEEE 関連の主
要 な 国 際 学 会 カ ン フ ァ レ ン ス

（Conference）の動向まで検討の範
囲を広げるなど、今後はさらに多
面的な実態分析を進めていく予定

である。
　しかし、本稿のような IEEE 定
期刊行物の文献数の推移のみでも、
日本の研究開発の変化を概ねうか
がい知ることはできる。
　日本は、世界的にみて情報通信
分野など現在のメインの領域や、
2000 年以降に特に多様化・発展し
た応用・派生領域で存在感が小さ
い。世界のトレンドと大きく異な
る独自の進化を遂げる様子は明ら
かである。さらに、日本では文献

の生産の主役が企業から大学に
移っているが、主役となった大学
では超伝導など特定領域への特化
傾向がみられ、研究領域が多様化
していく様子はみられない。
　一方、企業は国内で主役ではな
くなり、事業戦略の転換や研究活
動のグローバル展開の動きがみら
れる。日本で文献が少ない情報通
信分野の研究を海外での研究活動
によって補おうとする大手企業グ
ループもある。日本企業の研究開
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発の海外流出が進むと、「知の空洞
化」が起きる懸念もある。
　このような研究活動のアウト
プットと産業の実態との関連性を
産学官の関係者の間で議論し、あ
らためて今後の日本全体としての
研究活動の方向性を考えていくこ

とが必要ではないだろうか。
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